
広報物 企業向け専用ホームページ

＜受付方法＞
専用ホームページを開設。その中に設置したフォームにて受付
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広報物 高校生向け専用ホームページ
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広報物 チラシ①

＜各種制作物・周知手段＞
チラシ（表）
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広報物 チラシ②

＜各種制作物・周知手段＞
チラシ（裏）
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広報物 チラシ③
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広報物 来場者向けチラシ④
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全体考察①

本年度は、渡島地域における人材確保・人材育成の促進を目的として、「採用力向上と離職防止セミナ
ー」「採用担当者と先生のしゃべり場」「地元のおしごと紹介フェア」の3事業を実施した。各事業は対
象層や実施形式が異なるものの、企業・教育機関・求職者（生徒）をつなぐ機会の創出という共通の目
的のもとで展開された。

1．全体を通じた成果（評価できる点）

本事業全体を通じて、企業・教育機関双方の参画意欲は高く、地域における人材確保・育成の促進に対
する関心の高さが改めて確認された。
まず、企業の参加意欲及び事業への関心の高さは、全事業を通じて共通して確認された。
採用力向上と離職防止セミナー及び地元のおしごと紹介フェアでは、いずれも参加企業数の目標を達成
しており、採用や人材育成に対する地域企業の課題意識は高い水準にあることが明らかとなった。

また、各事業において参加者満足度は概ね高く、
・採用力向上と離職防止セミナーでは内容の実務性
・採用担当者と先生のしゃべり場では企業と教育機関の直接対話
・地元のおしごと紹介フェアでは生徒の意欲や質

といった点が評価されており、事業設計そのものの方向性は概ね妥当であったといえる。
加えて、いずれの事業においても、渡島総合振興局を中心とした行政との連携が集客や周知において有
効に機能したことが確認され、行政主導による事業展開の意義が再認識された。

2．全体を通じた課題（改善すべき点）

第一に、参加者数の確保及び集客手法が限定的であった点である。
行政からの案内に依存する傾向が強く、民間メディアやその他広報手段からの流入は限定的であった。
特に、地元のおしごと紹介フェアにおいては、企業数に対して来場者数が不足し、企業満足度の低下に
つながった。

第二に、対象者設定と開催条件の制約である。
高校生を主対象とした地元のおしごと紹介フェアでは、授業時間内開催や進学希望者の増加といった学
校現場の実情により、参加者確保に構造的な限界があることが明らかとなった。また、企業側からは対
象層の拡大を求める声も寄せられており、対象設定の再検討が必要な段階にある。

第三に、事業成果を最大化するための運営設計である。
来場者数が限られる地元のおしごと紹介フェアには、自由訪問形式では接触機会に偏りが生じやすく、
誘導や割当、時間設計といった運営面の工夫が一層求められることが示された。
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全体考察②

3．次年度に向けた示唆

以上を踏まえると、次年度においては、個別事業の改善にとどまらず、対象層・集客方法・実施形式を
横断的に再設計することが重要である。

特に、高校生については、全日制高校のみならず、近年増加している通信制高校・定時制高校の生徒も
含めたアプローチが検討対象となる。文部科学省の調査によれば、2025年度には通信制高校の生徒数が
初めて30万人を超え、進路選択や就業観が多様化している実態がうかがえる。

これらの状況を踏まえると、従来の全日制高校のみを前提とした事業設計では、十分に対応しきれない
可能性が高まっていると考えられる。

また、高校生と一般求職者を同一事業で同時に扱うのではなく、時間帯や日程を分けた複線型の事業設
計とすることで、参加者確保とマッチングの質向上の両立が期待される。

今後は、企業の採用ニーズと学校・参加者側の実情の双方を踏まえながら、より柔軟かつ実効性の高い
人材確保・育成施策として事業を展開していくことが求められる。

このため、次年度以降は以下のような企画の検討が求められる。

・全日制高校に加え、通信制高校・定時制高校へのアプローチを含めた対象層の拡大

・高校生と一般求職者を分けた複線型（時間帯別・日程別）による合同説明会の実施

・授業時間外や休日開催など、学校現場の負担軽減と参加者数確保の両立を図る開催方法の検討

・企業数と参加者数のバランスを踏まえた、参加企業数の調整及び運営形式（誘導・割当等）の見直し

これらの取組を通じて、高校生に限らない幅広い人材層との接点を創出し、企業の採用ニーズと地域の
人材供給の双方に資するマッチング機会を拡充することで、渡島地域における人材確保・定着の実効性
向上が期待される。
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